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平成２６年６月２８日

平成２３年（行ウ）１７号／１８号

原告 前川盛治ほか２７４名／原告 前川盛治ほか１２０名

被告 沖縄県知事仲井眞弘多／被告 沖縄市市長東門美津子

那覇地方裁判所 御中

証拠説明書（甲Ｂ）
原告ら訴訟代理人弁護士 原田彰好

号証 証拠の標目 原・写 作成日 作成者 立証趣旨

甲Ｂ 中城湾港（泡 写 平成12 国沖縄総合 2000年時点の変更前の本件埋立事業の背景

99 瀬地区）公有 年（200 事務局

水面埋立事業 0年）3

に係る環境影 月

響評価書（抄

本）

甲Ｂ 平成18年度中 写 平成18 国沖縄総合 平成18年（2006年）度時点の変更前の本件

100 城湾港あわせ 年（200 事務局等 埋立事業の進捗状況と工事予定。仮設桟橋、

地区環境監視 6年）７ 海中道路、余水吐護岸、Ｃ護岸の一部が既

委員会第1回 月 設であり、、1区の護岸の完成にはほど遠い

委員会資料平 状況だったこと。平成18（2006）年度工事

成18年度工事 は、護岸建設、仮設航路浚渫等が予定され

予定 ている。

甲Ｂ 「琉球新報」 写 2006（平「琉球新報」旧東恩納弾薬庫跡地（米軍基地）が返還さ

101 記事 成18） 社 れたが、仲宗根正和市長（当時）が陸上自

年７月 衛隊ライフル射撃場として、国に貸与した

４日 事実

甲Ｂ 「沖縄タイム 写 2006（平 「沖縄タイ 旧東恩納弾薬庫跡地（米軍基地、沖縄市域

10２ ス」記事 成18） ムス」社 約58ha）が返還されたが、仲宗根正和市長

年12月1 （当時）が2006年（平成18年）3月31日に陸

6日 上自衛隊ライフル射撃場として、国に貸与

する同意書（事前契約）を提出してあった

ことを理由に、市有地返還を断念した事実
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甲Ｂ 嘉手納弾薬庫 写 不明 沖縄県 平成8年（1996年）3月28日に日米合同委員

103 地区に関する 会において嘉手納弾薬庫地区返還合意がな

沖縄県作成の されたこと。同所の沖縄市所有地面積が約4

資料（Ｗｅｂ 7.4㏊であること等

上の資料）

甲Ｂ 「琉球新報」 写 2007年2「琉球新報」2005年国勢調査の結果。沖縄市の完全失業

104 記事 月2日 社 率は13．7％、うるま市は14．6％であった

事実。2000年より失業率は悪化（上昇）し

ている。

甲Ｂ 中城湾港（泡 写 平成18 沖縄市等 新港地区には112社が立地し、計1600名が働

105 瀬地区）人工 （2006） いているが、2000年国勢調査の結果では、

島事業の理解 年3 沖縄市の完全失業率は約11．7％、うるま市

のために（抜 の完全失業率は約11．4％であったこと。

粋）


